
【過疎地域自立促進特別措置法：現行条文】 （教育の充実）
第二十二条 国及び地方公共団体は、過疎地域において、その教育の特殊事情にかんがみ、学校教育及び社会教育の充実に

努めるとともに、地域社会の特性に応じた生涯学習の振興に資するための施策の充実について適切な配慮をする
ものとする。

◆目的：地域力の創造、地方再生に公立高校や特別支援学校は必要不可欠の存在であり、過疎地域における教育の特殊事情及び
地域活力の源泉という状況に鑑み、｢過疎地域自立促進特別措置法｣において、高校等の維持に要する経費について適切な配慮及
び公立高校等に関する教職員定数等について特段の配慮を行う旨の規定を定める。

【条文変更：二つの項追加】
第二十二条 国及び地方公共団体は、過疎地域における教育の特殊事情に鑑み、子どもの修学の機会の確保と地域の自立活

性化に資するため、過疎地域内の高等学校、中等教育学校の後期課程その他これらに準ずる教育施設（以下「高
等学校等」という。）の維持に要する経費について適切な配慮をするものとする。

２項 国及び地方公共団体は、過疎地域における教育の特殊事情に鑑み、公立高等学校の適正配置及び教職員定数
の標準等に関する法律 （昭和三十六年法律第百八十八号）の規定による公立高等学校等を設置する地方公共団
体ごとの教員及び職員の定員の算定並びに過疎地域に所在する公立の高等学校等に勤務する教員及び職員の定
員の決定について特別の配慮をするものとする。

３項 前二項に定めるもののほか、国及び地方公共団体は、過疎地域において、その教育の特殊事情に鑑み、学校教育
及び社会教育の充実に努めるとともに、地域社会の特性に応じた生涯学習の振興に資するための施策の充実につ
いて適切な配慮をするものとする。

変更

｢公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律｣の附則改正
高校等定数
計画改善へ

現
行
法

改
正
案
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日高教書記局作成（2017年6月2日）

出所：｢2016公務･公共部門労働者の生活実態に関する調査（公務労協2016年9月・10月実施）｣
1ヶ月の超過勤務時間：公務職種別

超過勤務（平均月・時間） 2006年 2008年 2011年 2013年 2016年

国公一般事務本省・庁  22.9 26.2 19.4 20.9 17.2

国公一般事務その他    13.1 13.3 10.9 11.8 10.4

地公一般事務本庁      10.9 10.7 11.0 10.8 12.6

地公一般事務その他    10.0 10.6 11.0 11.5 11.1

地公現業職            6.2 5.9 5.1 7.7 7.8

地公公営一般事務等    0.0 0.0 8.5 9.2 9.6

地公公営現業職        0.0 0.0 14.9 6.8 10.5

地公企業職            13.1 13.7 0.0 0.0 0.0

地公教育職            29.6 31.5 32.5 33.6 35.4

地公福祉職            0.0 9.1 7.3 10.6 11.4

地公研究職            15.3 15.0 9.4 12.6 11.0
地公医療職   13.1 10.8 11.1 13.5 11.6
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1ヶ月の超過勤務時間(平均月・時間)
公務員計

国公一般事務本省・庁

国公一般事務その他

地公一般事務本庁

地公一般事務その他

地公現業職

地公公営一般事務等

地公公営現業職

地公企業職

地公教育職

地公福祉職

地公研究職

① 公務職種の中でも、突出して超過勤務時間が多

い！

◎教育公務員の長時間勤務の縮減等を求める！

○他の公務職種と比較して明らかに多い超過勤務
・国公本省庁より多い超過勤務時間

・公務員平均の倍近い超過勤務時間

・年々増加傾向にある超過勤務時間

○教職調整額の支給率(４％)の改善を求める
・月数時間程度の手当相当から勤務実態に見合った改善

・労働安全衛生の観点から勤務時間管理の必要性を検討



日高教が考える学校組織（提案）

高校・特別支援学校教職員の文部科学省による
勤務実態調査実施を早急に求める！

平成30年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合（麹町）

本組合の調査でも、いわゆる

過労死ラインまで働く、高校、
特別支援学校の教職員は

２６％

エビデンスに基づく対策が必要
・教職員の働き方改革
・増大する教育問題への対応

教員の長時間勤務の是正に向けた提案

(1)教職員定数の改善
(2)教育職以外の職員の設置と定数化
(3) 管理職の定数改善
(4)実習教員・寄宿舎教員等の職務拡大
(5) 管理職による時間管理の徹底
(6)「部活動」の在り方を検討
(7)教育委員会による学校への支援の充実
(8)学校の業務内容を見直し

高校・特別支援学校の
実態は分からないまま

まずは文科省による
学校現場の実態把握が最優先

今回（H29年）調査
は義務教育のみ

何故、文部科学省による調査が必要なのか？

・高校教職員の定数を定めている法律が、

「高校標準法」
（公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律）

この法律の所管官庁である、文部科学省が実態を把
握しないかぎり、エビデンスにもとづいた、学校のある
べき組織（定数）の議論ができません。



支援
指導・助言・支援

指定
指導・助言・支援

成果の普及(地域活性、人材輩出・確保、産業創出) ※数値化(地元進学・就職率など)

◆事業概要：地域の活性化・魅力化及び地域を担う人材育成のため、高校等と地域及び企業や大学が
連携した先進的な取り組みを支援する制度(スーパーバイタリティーハイスクール：SVH(仮称))の創設と、
取り組みの支援に資する予算を措置する。

文部科学省
又は総務省

管理機関
(教育委員会、学校法人、国立大学法人)

スーパーバイタリティーハイスクール
(SVH)

◎特色あるカリキュラム
◎課題研究・総合的な学習の推進
◎インターンシップの深化(技能・技術伝承)
◎地域交流・貢献推進
◎地域ボランティア活動への参画
◎自治体議会等との意見交換・高校生議会
◎ICT(遠隔授業・TV会議等)の活用推進

内閣府・総務省
経済産業省

・都道府県
・市町村(特別区)

①大学・高専・専門学校
②幼保・小・中学校・特支

地域及び周辺の高校

③地域・商工会・自治会
④地元企業・進出企業
⑤NPO・NGO

連
携

支
援

支援
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校種

所在 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市

校種

事業

所在 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市 大規模都市 中規模都市 小規模都市

A高校 B高校 A高校 B高校 A工業

C高校 C高校 B商業

D高校 D高校 C農林 A高校

D水産 B高校

C高校

D高校

E高校 F高校

小学校 中学校 高校・特別支援(高等部) 大学等

学
力
・

(

魅
力
・
特
色

)

魅
力
・
特
色
・
学
力

高  校
SSH(スーパーサイエンスハイスクール) SGH(スーパーグローバルハイスクール) SPH(スーパープロフェッショナルハイスクール) SVH(スーパーバイタリティーハイスクール)(仮称)

 

SGH 
 

SSH 
 

SPH SVH 
(仮称) 

地方創生 

地方大学を活用した雇用創出･若者定着 

(総務省・文科省(高等教育局)) 

コミュニティ・スクール(学校運営協議会) & 地域学校協働本部 

コミュニティ・スクール(学校運営協議会) & 地域学校協働本部 

コミュニティ・スクール(学校運営協議会) 
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◆【要望理由】
1．現状課題
現行制度では、非現職者が臨時的任用・採用等(例えば、産休・育休代替任用等や臨時講師任用等)に基づいて教員として勤務をする場合には、臨時的任用・採
用時において有効(失効又は休眠でない)な当該(例えば、高校・数学)免許状が必要ですが、各自治体(特にへき地等を抱える地方)においては、臨時的任用・採用
募集時に、当該有効免許状保有者が確保できない場合があります。特に、当該免許状保有者が把握できた場合でも、更新手続きがなされておらず任用・採用に
至らないケースが少なくありません。
教育職員に任用され、又は採用されることが見込まれる非現職者以外は受講が叶わない状況にあるとともに、受講費用や時間を要する更新手続きを行ってまで
教員免許状の有効状態を維持することを考える方はほとんどいないと思われます。
このことは、教育を受ける児童生徒、産休・育休及び介護休暇・休業、病気休職の取得を希望する教員、へき地等の人材確保に窮する任命権者(教育委員会)等
にとって憂慮される事項であるとともに、非現職者の多様で柔軟な働き方、かつ、活躍の場を見出す可能性を減少させています。
なお、教育の質の確保については、有効免許状を有するか否かの一点によらずとも、臨時任用・採用者選考、または臨時任用・採用時の前後において、教育委
員会等の講習受講に基づいて担保することが可能と考えられます。

2. 多様な働き方の実現に関して
多様で柔軟な働き方の選択肢を拡大する観点として、教員経験者で出産・子育て・介護のために早期退職した者、教育技術の伝承に寄与できる定年退職者や
社会人経験を教育に活かしたいと考える非現職者などの活躍の場を増やすことに繋がると思われます。
また、学校の職場環境としても、様々な要因に基づく代替教員の確保がなされなければ、現職教員の出産や子育て、介護や治療等への意欲喪失に繋がりかね
ません。提案による代替教員の確保が担保される健全な職場環境を求めます。

高校等

【免許:教科ごとに必要】
・国語、数学、社会(地歴・公民)
・理科(物理・化学・生物・地学)、英語
・家庭科、情報、商業、福祉、水産
・工業(土木・建築など)
・農業(造園・畜産など)ほか

○出産・育児
○介護
○病気休職
○その他

代替教員の
必要性 課題

○当該、教科免許必要
○免許更新制度の壁
(時間・費用など）
○代替登録未整備

○退職者活用
(定年、早期退職)

○民間経験者の活用
○官民交流促進

多様な働き方
実現

免
許
法
改
正

代
替
教
員
確
保
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平成30年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

日高教：書記局調べ(2016年6月）

出所：平成25-27年賃金構造基本統計調査(職種：高等学校教員(男))
職種別第２表　職種・性、年齢階級別に決まって支給する現金給与額、所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額

所定内給与額：企業規模計(10人以上)
単位：千円

高等学校教員（男） H25 H26 H27 平均
　　　　～　19歳 - - - －
　20　～　24歳 249.6 243.5 248.9 247.3
　25　～　29歳 273.5 280.8 287.4 280.6
　30　～　34歳 343.8 342.0 346.8 344.2
　35　～　39歳 398.3 394.8 407.6 400.2
　40　～　44歳 451.7 475.7 473.0 466.8
　45　～　49歳 500.2 531.6 493.1 508.3
　50　～　54歳 535.5 539.6 546.6 540.6
　55　～　59歳 555.0 577.9 555.3 562.7

0.0
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20 ～ 24歳 25 ～ 29歳 30 ～ 34歳 35 ～ 39歳 40 ～ 44歳 45 ～ 49歳 50 ～ 54歳 55 ～ 59歳

高等学校教員(男) 企業規模計(10人以上） 年齢階級別所定内給与額(単位:千円) Ｈ２２－２４

H25 -

H26 -

H27 -

平均－

① 55歳以降について、給与
カーブは下がっていない！

② 教育職の給与表につい
て、高齢層職員の給与抑制
の必要性は認められない！

③ 行政職とは異なる対応とと
もに号俸の増設を求める！
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教育基本法の「教育の実施に関する基本（第2章）」に 
高校教育（中等教育後期）の項目新設を求める！ 

平成30年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合 

地域その他の教育 
社会教育（第十二条）  政治教育（第十四条） 宗教教育(第十五条） 

学
校
、
家
庭
及
び
地
域
住
民
等
の
相
互
連
携
協
力 

 

（
第
十
一
条
） 

幼児期 
の教育 
（第十条） 

義務教育 
【小中学校】 
（第五条） 

大学 
（第七条） 

家庭教育（第十条） 

教員（第九条） 

私立学校（第八条） 

学校学校（第六条） 



文部科学省に高校段階の教育行政を司る部署 
（例えば 高校課 ）を設置し、特化した対応を求める！ 

平成30年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合 

生涯学習 
 

生涯学習局 

幼児 
 

幼児教育課 

義務教育 
 

初等中等局
内各課 

大学 
 

高等教育局 

高校 
 

高校教育改革係 



平成30年度施策・制度・予算要望：日本高等学校教職員組合

平成27年度学校基本調査公立高等学校都道府県別生徒教員数の概要 日高教書記局作成(2016年6月)

校長 副校長 教頭 主幹教諭 指導教諭 教諭 助教諭 養護教諭 養護助教諭 栄養教諭 講師

計 計 計 計 計 計 計 計 計 計 計 計

26年合計 2,187,372 162,199 3,392 592 4,140 3,102 387 136,243 118 4,192 398 6 9,629 生徒数

27年合計 2,173,732 161,553 3,375 591 4,133 3,158 433 135,652 157 4,209 407 1 9,437 35,213 全国比 234,650 全国比 3,746,596 全国比 1,039,426

北海道 97,510 4.5% 8,064 5.0% 225 34 245 9 － 7,243 10 277 － － 21 949 2.7% 5,498 2.3% 98,822 2.6% 29,738 2.9%

青森 26,837 1.2% 2,247 1.4% 53 － 67 － － 1,776 － 55 15 － 281 283 0.8% 1,094 0.5% 19,248 0.5% 9,477 0.9%

岩手 28,105 1.3% 2,514 1.6% 64 77 1 － 23 1,994 － 59 18 － 278 242 0.7% 1,520 0.6% 21,913 0.6% 6,823 0.7%

宮城 42,721 2.0% 3,253 2.0% 69 2 82 97 － 2,756 － 114 － － 133 502 1.4% 2,941 1.3% 48,620 1.3% 17,027 1.6%

秋田 23,091 1.1% 1,955 1.2% 49 6 61 － － 1,619 － 51 6 － 163 256 0.7% 1,311 0.6% 17,545 0.5% 2,540 0.2%

山形 21,779 1.0% 1,864 1.2% 42 1 55 － － 1,563 － 46 8 － 149 239 0.7% 1,451 0.6% 17,608 0.5% 9,095 0.9%

福島 41,960 1.9% 3,450 2.1% 84 1 119 － － 2,852 － 110 － － 284 524 1.5% 1,924 0.8% 36,993 1.0% 10,956 1.1%

茨城 56,813 2.6% 4,249 2.6% 91 10 100 － － 3,559 － 82 11 － 396 687 2.0% 3,656 1.6% 64,424 1.7% 20,792 2.0%

栃木 36,378 1.7% 2,610 1.6% 59 － 69 41 － 2,052 － 54 16 － 319 600 1.7% 2,887 1.2% 48,394 1.3% 16,455 1.6%

群馬 38,602 1.8% 2,920 1.8% 66 9 66 － － 2,699 － 79 － － 1 559 1.6% 3,133 1.3% 42,649 1.1% 12,710 1.2%

埼玉 117,404 5.4% 7,696 4.8% 142 2 198 32 － 7,085 9 226 2 － － 2,027 5.8% 16,655 7.1% 220,299 5.9% 54,946 5.3%

千葉 100,788 4.6% 6,672 4.1% 128 7 184 37 － 5,958 － 185 － － 173 1,559 4.4% 13,066 5.6% 200,422 5.3% 48,530 4.7%

東京 124,333 5.7% 8,101 5.0% 168 186 － 963 43 6,569 － 172 － － － 2,693 7.6% 32,227 13.7% 468,303 12.5% 175,091 16.8%

神奈川 129,091 5.9% 8,266 5.1% 153 3 304 946 － 6,648 2 201 － － 9 2,154 6.1% 19,413 8.3% 268,145 7.2% 68,863 6.6%

新潟 45,797 2.1% 3,429 2.1% 79 10 89 － － 2,913 － 77 43 － 218 634 1.8% 2,403 1.0% 43,559 1.2% 12,505 1.2%

富山 21,414 1.0% 1,684 1.0% 37 － 76 － － 1,458 － 38 4 － 71 271 0.8% 1,322 0.6% 26,491 0.7% 5,990 0.6%

石川 23,187 1.1% 1,893 1.2% 40 12 50 12 － 1,590 － 44 7 － 138 373 1.1% 1,889 0.8% 34,020 0.9% 8,203 0.8%

福井 16,000 0.7% 1,273 0.8% 27 － 29 － － 1,128 － 27 － － 62 223 0.6% 1,045 0.4% 21,805 0.6% 6,062 0.6%

山梨 18,815 0.9% 1,475 0.9% 30 － 48 3 － 1,332 8 30 1 － 23 298 0.8% 1,291 0.6% 24,960 0.7% 6,502 0.6%

長野 46,613 2.1% 3,536 2.2% 79 3 82 － － 3,054 － 78 11 － 229 627 1.8% 2,839 1.2% 58,312 1.6% 10,403 1.0%

岐阜 43,318 2.0% 3,198 2.0% 63 1 83 － － 2,651 － 78 16 － 306 819 2.3% 4,014 1.7% 70,830 1.9% 11,395 1.1%

静岡 65,447 3.0% 4,742 2.9% 90 93 91 － － 4,145 － 113 17 － 193 1,191 3.4% 6,052 2.6% 119,045 3.2% 31,963 3.1%

愛知 133,194 6.1% 8,531 5.3% 159 － 272 － － 7,498 － 295 － － 307 2,245 6.4% 13,717 5.8% 251,185 6.7% 60,426 5.8%

三重 37,537 1.7% 2,805 1.7% 54 － 66 5 － 2,341 － 66 17 － 256 612 1.7% 2,951 1.3% 50,689 1.4% 10,721 1.0%

滋賀 30,878 1.4% 2,226 1.4% 46 6 48 7 － 1,822 － 62 － － 235 512 1.5% 3,933 1.7% 52,524 1.4% 7,581 0.7%

京都 38,807 1.8% 3,150 1.9% 55 1 76 11 19 2,635 － 73 － － 280 817 2.3% 7,343 3.1% 97,997 2.6% 31,353 3.0%

大阪 133,841 6.2% 9,229 5.7% 157 － 182 281 96 7,254 － 240 44 － 975 2,472 7.0% 20,287 8.6% 279,923 7.5% 96,002 9.2%

兵庫 102,317 4.7% 7,409 4.6% 144 － 167 271 － 5,816 15 170 － － 826 1,965 5.6% 14,436 6.2% 226,911 6.1% 36,642 3.5%

奈良 25,825 1.2% 1,805 1.1% 34 － 43 － － 1,500 － 28 7 － 193 472 1.3% 3,974 1.7% 46,124 1.2% 10,593 1.0%

和歌山 22,439 1.0% 1,767 1.1% 32 － 47 － － 1,495 － 38 6 － 149 434 1.2% 1,667 0.7% 25,504 0.7% 4,645 0.4%

鳥取 11,753 0.5% 1,005 0.6% 22 9 35 12 － 836 － 22 7 － 62 173 0.5% 737 0.3% 10,640 0.3% 3,269 0.3%

島根 14,360 0.7% 1,363 0.8% 35 － 41 3 － 1,075 － 35 11 － 163 153 0.4% 778 0.3% 16,770 0.4% 4,054 0.4%

岡山 36,334 1.7% 2,753 1.7% 52 34 52 39 66 2,256 － 77 11 － 166 550 1.6% 2,101 0.9% 51,671 1.4% 17,069 1.6%

広島 47,556 2.2% 3,583 2.2% 87 － 102 34 14 3,209 16 114 － － 7 1,066 3.0% 4,747 2.0% 103,867 2.8% 22,920 2.2%

山口 24,165 1.1% 2,101 1.3% 51 7 62 － － 1,877 6 77 － － 21 469 1.3% 2,208 0.9% 43,180 1.2% 10,455 1.0%

徳島 18,398 0.8% 1,535 1.0% 31 1 71 3 25 1,241 － 35 13 － 115 348 1.0% 1,607 0.7% 25,992 0.7% 830 0.1%

香川 20,091 0.9% 1,602 1.0% 32 － 64 7 － 1,404 － 34 11 － 50 412 1.2% 1,449 0.6% 34,326 0.9% 6,286 0.6%

愛媛 26,424 1.2% 2,135 1.3% 48 － 80 － － 1,806 － 57 6 － 138 514 1.5% 2,009 0.9% 31,100 0.8% 8,361 0.8%

高知 12,739 0.6% 1,441 0.9% 32 6 44 6 － 1,170 － 35 － － 148 259 0.7% 942 0.4% 17,295 0.5% 5,620 0.5%

福岡 75,426 3.5% 5,255 3.3% 115 31 127 254 74 3,747 39 104 35 － 729 1,316 3.7% 9,446 4.0% 150,919 4.0% 53,555 5.2%

佐賀 19,053 0.9% 1,604 1.0% 36 － 37 7 17 1,289 － 39 23 － 156 249 0.7% 1,119 0.5% 20,409 0.5% 6,109 0.6%

長崎 26,670 1.2% 2,292 1.4% 55 7 62 － 9 1,906 18 59 8 － 168 407 1.2% 1,935 0.8% 36,716 1.0% 12,738 1.2%

熊本 31,128 1.4% 2,681 1.7% 53 20 62 19 8 2,086 － 73 11 － 349 437 1.2% 2,241 1.0% 56,053 1.5% 17,451 1.7%

大分 22,809 1.0% 1,914 1.2% 39 4 66 12 27 1,545 － 47 6 － 168 307 0.9% 1,107 0.5% 24,144 0.6% 8,786 0.8%

宮崎 21,881 1.0% 1,800 1.1% 36 6 40 46 12 1,380 － 45 14 1 220 297 0.8% 1,080 0.5% 24,142 0.6% 9,982 1.0%

鹿児島 31,803 1.5% 3,156 2.0% 73 － 90 － － 2,764 23 95 2 － 109 434 1.2% 2,016 0.9% 39,823 1.1% 15,143 1.5%

沖縄 42,301 1.9% 3,320 2.1% 59 2 98 1 － 3,056 11 93 － － － 583 1.7% 3,189 1.4% 56,285 1.5% 2,769 0.3%

上位10都道府県 下位10都道府県

参考：学校基本調
査平成27年度高校

私学(全日制)
生徒数

全国比 全国比

事業所数 従業者数(人)
受講生数

(在籍者数)(人)

平成24年経済センサス‐活動調査　事業所に関する集計－
産業別集計(サービス関連産業Ｂ)学習塾民営事業所

文部科学省　平成27年度学校基本調査　高等学校　公立(全日制)生徒及び教員数

本務教員

全国比

公立(全日制)
区　分
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